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１ 総則 

 本基準は、袖ケ浦市が発注する建設工事における請負者の選定を総合評価落

札方式で実施するにあたっての基準を示すものである。 

 

２ 対象とする案件と評価の型式 

 （１）対象とする案件 

対象とする案件は、予定価格５，０００万円以上の工事とし、工事特性

等に応じて総合評価落札方式を実施する。ただし、災害復旧等の緊急を要

する工事や同種の工事の入札において入札不調が頻発している等、総合評

価落札方式になじまない工事は適用除外とする。 

 

（２）評価方式の型式 

   評価の型式は「簡易型」、「特別簡易型（A）」、「特別簡易型（B）」とす

る。 

①簡易型 

   企業や技術者の同種工事の実績、経験、工事成績等について記述した技

術資料の提出に加え、発注者が示す仕様に基づき、施工上の工夫等を踏ま

えた施工計画の提出を求め、それにより技術力と価格との総合評価を行

う。予定価格１億円以上で施工上の工夫の余地のある工事が対象。 

  ②特別簡易型（A） 

   企業や技術者の同種工事の実績、経験、工事成績等について記述した技

術資料の提出を求め、それにより技術力と価格との総合評価を行う。予定

価格１億円以上の工事が対象。 

  ③特別簡易型（B） 

   企業の同種工事の実績、経験、工事成績等について記述した技術資料の

提出を求め、それにより技術力と価格との総合評価を行う。予定価格５，

０００万円以上１億円未満の工事が対象。 

 

予定価格 型  式 

1 億円以上 簡易型 特別簡易型（A） 

5,000 万円以上 特別簡易型（B） 
一般競争入札 

（価格競争） 

130 万円以上 一般競争入札（価格競争） 

※工事特性等に応じて発注者が上記型式を選択する。 
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３ 実施手順 

  袖ケ浦市総合評価技術審査会 （評価項目の設定） 

  ↓ 

  学識経験者からの意見聴取 （評価項目の設定方法等について意見聴取） 

  ↓ 

  入札公告  （ちば電子調達システム） 

  ↓ 

 技術提案等資料の提出、入札 （ちば電子調達システムを利用し提出、入

札） 

  ↓ 

 技術提案等資料の開封、確認  

  ↓ 

 袖ケ浦市総合評価技術審査会 （技術評価点の決定） 

  ↓ 

  学識経験者からの意見聴取 （技術評価点について意見聴取。特別簡易型 

では原則実施しない） 

  ↓ 

 開 札  

 ↓ 

 落札候補者決定  

 ↓ 

 入札参加資格者審査 （事後審査書類の提出、審査 ） 

  ↓ 

  落札者決定  

  ↓ 

  契 約 締 結 （市議会の議決を要する場合は仮契約の締結） 

 

※落札候補者の入札価格が低入札価格調査基準価格を下回る場合は、開札後に

低入札価格調査を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 



- 3 - 

４ 落札者の決定について 

 （１）評価値算定方式 

評価値は除算方式で算定する。 

 

評価値＝技術評価点÷入札価格 

 

※開札時に、計算結果を比較し易くするため評価値の整数部が１桁となる

よう、「技術評価点÷入札価格」に１０の累乗を乗ずる。 

 

評価値が最も高い者で、以下の全ての条件を満たすものを落札者とする。 

ア 入札価格が予定価格の制限の範囲にあること。 

イ 評価値が、標準点を予定価格で除した数値（基準評価値）を下回らな

いこと。 

ウ 袖ケ浦市制限付き一般競争入札実施要綱に定める入札資格確認審査を

経ていること。 

※評価値の最も高い者が２人以上あるときは、くじ引きにより落札者を決

定する。 

 

（２）加算点の算出 

加算点は、評価項目配点の合計を換算した得点とする。 

評価項目配点の合計が最高の者に加算点の満点を与え、他の者は按分して加

算点を与える。加算点の最高点は簡易型３０点、特別簡易型（A）２０点、特

別簡易型（B）１５点とする。 

 

（３）技術評価点の算出 

  技術評価点＝標準点＋加算点 

  加算点及び技術評価点は、袖ケ浦市総合評価技術審査会にて審議し、必要

に応じて学識経験者からの意見聴取を行う。 

また、技術提案等を提出しても、未入札や入札辞退した者は、落札対象外

とする。 
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①技術評価点の算出方法 

【特別簡易型（A）】 予定価格１億円、工種 土木一式の例 
評 価 項 目 細   目 配点 A 者 B 者 C 者 

入札価格（円）   93,000,000 95,000,000 100,000,000 

 

企
業
の
技
術
力 

企業の施工能力 

過去１０年間の同種工事の施工実績 

10 

2～0 2 2 2 

袖ケ浦市所掌工事「工種：土木一式」における

過去５か年度間の工事成績の平均点 
6～-4 0 0 5 

袖ケ浦市所掌工事「工種：土木一式」における

過去５か年度間の優秀建設工事表彰（工事成績

８０点以上） 

2～0 0 0 2 

袖ケ浦市所掌工事における過去の不誠実な行

為 
0～-4 0 0 0 

配置予定技術者 

の能力 

主任（監理）技術者資格 

8 

2～0 2 2 2 

過去１０年間の同種工事の施工経験 2～0 2 2 2 

主任（監理）技術者として施工した袖ケ浦市所

掌工事「工種：土木一式」における過去５か年

度間の工事成績 

2～0 0 0 2 

若手技術者（４０歳未満）・女性技術者の配置 1～0 0 1 0 

継続教育(CPD)の取り組み状況 1～0 1 1 0 

 

企
業
の
信
頼
性
・
社
会
性 

地域精通度 過去１０年間の袖ケ浦市内での施工実績 2 2～0 0 ２ 1 

地域貢献度 

災害協定の締結 

10 

3～0 0 0 3 

袖ケ浦市消防団協力事業所の認定 1～0 0 0 1 

市内企業の活用 2～0 1 1 2 

営業拠点の所在地の有無 2～0 0 0 2 

過去２年間の袖ケ浦市内でのボランティア活

動実績の有無 
2～0 0 0 1 

安全衛生・社会福

祉 

建設業労働災害防止協会への加入 
2 

1～0 1 1 1 

地域特有貢献の有無 1～0 0 0 1 

自由項目 
過去５年間の袖ケ浦市内での災害活動実績の

有無 
1 1～0 0 0 1 

その他 
袖ケ浦市所掌工事「工種：土木一式」における

手持ち工事量の状況 
1 1～0 0 0 1 

①評価点の合計 34  9 12 29 

 

②加算点の算出 

加算点の最高点（20 点）を、評価点の合計が最高であったＣ者に付与す

る。Ａ，Ｂ者の加算点は、評価点の合計に応じ按分する。（小数点第３位ま

で。小数点第４位以下切捨て） 

 

Ａ者 ２０点× 9／29＝6.206 点 

Ｂ者 ２０点×12／29＝8.275 点 

 

 

 

加算点の満点 評価点の合計 評価点の合計の最高点 



- 5 - 

③技術評価点の算出 

 技術評価点 ＝（100 点 ＋ 加算点） 

 A 者 106.206 点 ＝（100 点＋6.206 点） 

 B 者 108.275 点 ＝（100 点＋8.275 点） 

 C 者 120.000 点 ＝（100 点＋20.000 点） 

 

④評価値の算出 

 評価値 ＝ （技術評価点）／（入札価格） 

 A 者 （106.206／ 93,000,000）×1,000,000＝1.142 

 B 者 （108.275／ 95,000,000）×1,000,000＝1.13973 

 C 者 （120.000／100,000,000）×1,000, 000＝1.2 

 

 

 

 

 

技術評価点算出統括表 

 A 者 B 者 C 者 

①評価点の合計 9 10 29 

②加算点 6.206 8.275 20.000 

③技術評価点 106.206 108.275 120.000 

入札価格 93,000,000 95,000,000 100,000,000 

④評価値（便宜上、小

数点第４位まで表記） 
1.1420 1.1397 1.2000 

⑤落札候補者決定 

（最高評価値取得者） 
２位 ３位 

１位 

落札候補者 

※落札候補者は、入札資格確認審査を経て落札者として決定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標準点 

加算点 

技術評価点 入札価格 

計算結果を比較し易くするため評価値の整数部 

が１桁となるよう１０の累乗を乗ずる 
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５ 評価項目・配点 

  評価項目等について、次のとおりとする。 

（１）評価項目について            ○：設定項目、－：非設定項目 

項 目  細   目 簡易型 
特別簡易型 

（A） 

特別簡易型 

（B） 

企
業
の
技
術
力 

施工計画 ○ － － 

企業の

施工能

力 

過去１０年間の同種工事の施工実績 ○ ○ ○ 

袖ケ浦市所掌工事「工種：○○」における過去５か年度間の工

事成績の平均点 
○ ○ 〇 

袖ケ浦市所掌工事「工種：○○」における過去５か年度間の優

秀建設工事表彰 
○ ○ 〇 

袖ケ浦市所掌工事における過去の不誠実な行為 ○ ○ 〇 

配置予

定技術

者の能

力 

主任（監理）技術者資格 ○ ○ － 

過去１０年間の同種工事の施工経験 ○ ○ － 

主任（監理）技術者として施工した袖ケ浦市所掌工事「工種：

○○」における過去５か年度間の工事成績 
○ ○ － 

若手技術者（４０歳未満）・女性技術者の配置 ○ ○ － 

継続教育(CPD)の取り組み状況 ○ ○ － 

企
業
の
信
頼
性
・
社
会
性 

地域精

通度 
過去１０年間の袖ケ浦市内での施工実績 ○ ○ 〇 

地域貢

献度 

災害協定の締結 ○ ○ 〇 

袖ケ浦市消防団協力事業所の認定 ○ ○ 〇 

市内企業の活用 ○ ○ － 

営業拠点の所在地の有無 ○ ○ 〇 

過去２年間の袖ケ浦市内でのボランティア活動実績の有無 ○ ○ 〇 

安全衛

生・ 

社会福

祉 

建設業労働災害防止協会への加入 ○ ○ 〇 

地域特有貢献の有無 ○ ○ ○ 

自由項目 過去５年間の袖ケ浦市内での災害活動実績の有無 ○ 〇 ○ 

その他 袖ケ浦市所掌工事「工種：○○」における手持ち工事量の状況 ○ 〇 － 

評価点項目の合計点数の最大値 44 34 23 

加算点の最大値 30 20 15 

 

 

（２）配点・提出書類等について 

評価項目 細   目 配点 提 出 書 類 

評価点算定資料一覧表 
様式第 1 号 評価点算定

資料一覧表 

施工計画 ～10 様式第２号 施工計画 

企業の施

工能力 

過去１０年間の同種工事の

施工実績 

2～0 様式第３号 同種工事の

施工実績 

袖ケ浦市所掌工事「工種：

○○」における過去５か年

度間の工事成績の平均点 

6～ 

-4 

工事成績評定評価を一覧

表にして提出（一覧表の

様式は自由）  

注１） 

袖ケ浦市所掌工事「工種：

○○」における過去５か年

2～0   
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度間の優秀建設工事表彰

（工事成績８０点以上） 

袖ケ浦市所掌工事における

過去の不誠実な行為 

0～ 

-4 

点数について、指名停

止、文書注意が 2 回以上

あった場合は、最大減点

のみを記載する。 

配置予定

技術者の

能力 

主任（監理）技術者資格 2～0 様式第４号 配置予定技

術者の資格・工事経験・

工事成績 

注１） 

様式第５号 配置予定技

術者の評価対象期間の追

加事由 

注２） 

過去１０年間の同種工事の

施工経験 

2～0 

主任（監理）技術者として

施工した袖ケ浦市所掌工事

「工種：○○」における過

去５か年度間の工事成績 

2～0 

若手技術者（４０歳未

満）・女性技術者の配置 

1～0 様式第６号 若手技術

者・女性技術者の配置 

継続教育(CPD)の取り組み

状況 

1～0 様式第７号 継続教育

(CPD)の取得状況 

地域精通

度 

過去１０年間の袖ケ浦市内

での施工実績 

2～0 様式第８号 袖ケ浦市内

での施工実績 

地域貢献

度 

災害協定の締結 3～0 

 

  

袖ケ浦市消防団協力事業所

の認定 

1～0   

市内企業の活用 2～0 様式第９号 市内企業の

活用 

注３） 

営業拠点の所在地の有無 2～0   

過去２年間の袖ケ浦市内で

のボランティア活動実績の

有無 

2～0 様式第１０号 ボランテ

ィア活動実績 

安全衛

生・社会

福祉 

建設業労働災害防止協会へ

の加入 

1～0 様式第１１号 建設業労

働災害防止協会への加入 

地域特有貢献の有無 1～0 様式第１２号 障がい者

雇用促進 

様式第１３号 高年齢者

雇用促進 

様式第１４号 女性雇用

促進 

 

（いずれか 1 件に該当す

ればよい。 
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「あり」として申請する

項目の様式のみ、添付資

料とともに提出） 

自由項目 過去５年間の袖ケ浦市内で

の災害活動実績の有無 

1～0 様式第１５号 災害活動

実績 

その他 袖ケ浦市所掌工事「工種：

○○」における手持ち工事

量の状況 

1～0 様式第１６号 

契約状況（受注金額）を

一覧表にして提出するこ

と（様式は自由） 

（CORINS データ等を添

付） 

注４） 

注１）工事成績の対象は単年度工事のみだけではなく、複数年度にまたがる工

事も含まれる。なお、工事成績は工事検査結果通知書の年月日が属する年度

で集計する。（発注年度ではない。） 

注２）様式５号は対象期間の追加の対象の場合のみ作成、提出する。 

注３）入札参加者が市内企業の場合又は市内企業が下請負予定金額に占める割

合が５１％未満の場合は、提出しなくてよい。 

注４）「袖ケ浦市所掌工事における手持ち工事量の状況」の申請点数が０点

（手持ち工事量比率が 1.0 以上）の場合は、本項目に係る「様式１９号」及

び「契約状況の一覧表及びＣＯＲＩＮＳデータ等」は提出しなくてよい。 
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（３）各評価項目における評価基準の詳細 

 ア 施工計画 

評価項目 評価基準 

１ 施工計画 

・施工上生じる課題に対し、施工計画内容につい

て評価（工事の内容により発注者が１又は２課題

を設定） 

 

（１）１課題あたり３提案まで記入する。提案の

記入は記載の順に１から３までの通し番号を付

ける。４提案目以降に記載した内容は加点評価

の対象としない。ただし、履行義務（施工不可

とされたものは除く）は負うものとする。な

お、３提案に満たない提案数であっても、評価

しないというものではない。 

（２）複数の提案内容を１つの提案として記載し

た場合は、当該提案を加点評価の対象としな

い。ただし、複数提案について、関連性があ

り、複数の工程を経て、１つの目的が達成でき

る提案（一連の流れ）は、複数提案と判断しな

い場合もある。なお、加点評価の対象とされな

い場合でも、履行義務（施工不可とされたもの

は除く）は負うものとする。 

（３）提案内容に法令違反などが含まれ不適切で

ある場合、入札は無効とする。 

（４）施工計画が未提出（白紙を含む）の場合、

加点評価の対象としない。 

【簡易型】 

総合的な観点から評価 
 

配点 対象区分 

10 総合的に優れた施

工計画である 

6 適切で優れた施工

計画である 

3 適切で良好な施工

計画である 

0 適正な施工計画で

ある 

入札

無効 

不適切である 
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イ 企業の施工能力 

評価項目 評価基準 

１ 過去１０年間の同種工事の施工実績 

・元請けとして施工した同種工事の施工実績（共

同企業体の構成員の場合は出資比率２０％以上）

を評価。 

  評価対象工種：全ての工種 

   〃  機関：国・県・市町村等 

   〃  期間：過去１０年間 

（１）同種工事は、工事毎に設定し、入札公告に

記載する。 

【簡易型 

特別簡易型（A）、（B）】 

配点 対象区分 

2 国・県などの実績 

1 市町村などの実績 

0 その他の実績又は

実績なし 

２ 袖ケ浦市所掌工事「工種：○○」における過

去５か年度間の工事成績の平均点 

 過去の工事成績評定（共同企業体の構成員の場

合は、出資比率 20％以上）の平均点（小数点

第２位以下切捨て）を評価。 

  評価対象工種：入札公告に記載された工種 

   〃  機関：袖ケ浦市 

   〃  工事：以下のとおり 

 

（1）入札公告の日の属する年度を除く、直近の

過去 5 か年度間の同工種全ての工事成績を評

価の対象とする。 

【簡易型 

特別簡易型（A）、（B）】 

配点 対象区分 

6 80 点以上 

5 77.5 点以上 80

点未満 

4 75 点以上 77.5

点未満 

3 72.5 点以上 75

点未満 

2 70 点以上 72.5

点未満 

0 65 点以上 70 点

未満 又は成績な

し 

-4 65 点未満 

３ 袖ケ浦市所掌工事「工種：○○」における過

去５か年度間の優秀建設工事表彰（工事成績

８０点以上） 

  評価対象工種：入札公告に記載された工種 

   〃  期間：過去５か年度間 

（１）入札公告の日の属する年度を除く、直近の

過去５か年度間に「袖ケ浦市建設工事表彰要

綱」に基づき表彰を受けた工事を評価対象とす

【簡易型 

特別簡易型（A）、（B）】 

配点 対象区分 

2 表彰あり 

0 表彰なし 
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る。 

4 袖ケ浦市所掌工事における過去の不誠実な行 

為 

・過去の指名停止、又は文書注意を評価（減点） 

  評価対象機関：袖ケ浦市 

    〃 期間：以下のとおり 

 

 指名停止は、入札公告の日から遡って２年間と

し指名停止期間を対象。 

 例）入札公告が令和６年５月 13 日の場合 

   期間：令和 4 年 5 月 13 日～ 

令和 6 年 5 月 12 日まで 

 文書注意は、入札公告の日から遡って 1 年間と

し文書注意を対象。 

 例）入札公告が令和６年５月 13 日の場合 

   期間：令和５年 5 月 13 日～ 

令和 6 年 5 月 12 日まで 

（共同企業団の構成員の場合は出資比率 20％以

上の工事での措置を評価） 

 

（1）事故による過去の指名停止と文書注意は減

点しない。 

【簡易型 

特別簡易型（A）、（B）】 

 

 

配点 対象区分 

0 なし 

-2 過去 1 年間に文

書注意あり 

-4 過去 2 年間に指

名停止あり 
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ウ 配置予定技術者の能力 

評価項目 評価基準 

1 主任（監理）技術者資格 

・主任（監理）技術者資格が保有する資格を評価 

（１）入札参加要件で、監理技術者や一級国家資

格保有者等の配置を求めた場合は設定しない。 

（２）適用工種により、「一級建設機械施工技

士」、「一級建築施工管理技士」、「一級建築

士」、「一級電気工事施工管理技士」、「一級管工

事施工管理技士」、「一級電気通信工事施工管理

技士」、「一級造園施工管理技士」に適宜読み替

える。 

【簡易型 

特別簡易型（A）】 

 

配点 対象区分 

２ 一級土木施工管理

技士又は技術士 

0 上記以外の土木施

工に係る資格 

２ 過去１０年間の同種工事の施工経験 

・元請けの主任（監理）技術者（特例監理技術者

を含む）又は現場代理人として施工した同種工

事の施工経験（共同企業体の構成員の場合は出

資比率２０％以上）を評価 

  評価対象工事：全ての工種 

   〃  機関：国・県・市町村等 

   〃  期間：過去 10 年間 

 

（1）同種工事は、工事毎に設定し、入札公告に

記載する。 

（2）技術者が途中変更していた場合は、従事期

間が最も長い技術者のみ評価する。 

（3）過去に在籍していた会社での実績も評価の

対象とする。ただし、実際に従事していたこと

が証明できない場合は、加点の対象としない。 

（4）評価対象期間中に出産・育児等に休業した

場合、休業期間相当分を評価対象期間に加えて

過去に遡り評価する。 

ア 対象とする休業制度 

  産前休暇、産後休業、育児休業、介護休業 

イ 評価対象に加える期間 

休業期間 評価対象期間に加え

る期間（切上げ※） 

【簡易型 

特別簡易型（A）】 

 
 

配点 対象区分 

２ 国・県の実績 

1 市町村等の実績 

0 その他の実績又は

実績なし 
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1 年未満 1 年 

1 年以上 2 年未満 2 年 

2 年以上 3 年未満 3 年 

※出産・育児等の休業期間の実態は１年未満の

割合が高く、切り捨てると制度が十分に活かさ

れないケースが発生するため、１年単位で切り

上げた期間を評価対象期間に加えるものとす

る。 

通常の評価対象期間（過去１０年間）に２回以

上休業した場合、「評価対象期間に加える期

間」を合算する。 

年度をまたいで休業した場合は、その期間が１

年未満であっても「評価対象期間に加える期

間」を２年とする。 

3 主任（監理）技術者として施工した袖ケ浦市

所掌工事「工種：○○」における過去５か年度間

の工事成績 

・元請けの主任（監理）技術者として施工した工

事について 79 点以上の実績を評価 

評価対象工種：入札公告に記載された工種 

〃 機関：袖ケ浦市 

〃 期間：過去 5 か年度間 

（１）技術者が途中変更していた場合は、従事期

間が最も長い技術者のみ評価する。 

（２）評価対象期間中に出産・育児等により休業

した場合、休業期間相当分を評価対象期間に加

えて過去に遡り評価する。 

ア 対象とする休業制度 

産前休業、産後休業、育児休業、介護休業 

イ 評価対象に加える期間 

休業期間 評価対象期間に加え

る期間（切上げ） 

1 年未満 1 年 

1 年以上 2 年未満 2 年 

年度をまたいで休業した場合は、その期間が１

年未満であっても「評価対象期間に加える期

【簡易型 

特別簡易型（A）】 
 

配点 対象区分 

２ 79 点以上の実績

あり 

0 なし 
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間」を２年とする。 

４ 若手技術者（４０歳未満）・女性技術者の配置 

・若手技術者又は女性技術者を当該工事における

現場代理人、主任技術者、監理技術者、特例監

理技術者又は監理技術者補佐として配置する場

合に評価 

（１）若手技術者の年齢は、入札公告日時点で４

０歳未満とする。 

（２）若手技術者及び女性技術者は、主任技術者

に相当する資格を有するものとする。 

【簡易型 

特別簡易型（A）】 

 

 

配点 対象区分 

１ 配置あり 

0 なし 

５ 継続教育（ＣＰＤ）の取組状況 

・入札公告に記載された団体が定める、推奨単位

以上の継続教育の証明書がある場合に評価 

（１）「土木施工管理技士」、「技術士」、「建築施工

管理技士」、「建築士」及び「管工事施工管理

技士」に係る資格の場合に設定する。ただ

し、部局により必要に応じ、他の資格の場合

でも設定することができる。 

（２）継続教育の証明は、以下の資格に対応した

団体から発行された証明書により評価する。 

 

資格 証明書発行団体名 

土木施工管理技士 （一社）全国土木施工

管理技士会連合会 

技術士 （公社）日本技術士会 

建築士 

建築設備士 

建築施工管理技士 

電気工事施工管理技士 

管工事施工管理技士 

建築 CPD 運営会議 

なお、これら以外の資格を対象とする場合は入

札公告において評価の対象となる証明書を指定

する。 

 

 

 

 

【簡易型 

特別簡易型（A）】 

 

 

 
 

配点 対象区分 

１ あり 

0 なし 
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エ 地域精通度 

評価項目 評価基準 

１ 過去１０年間の袖ケ浦市内での施工実績 

・元請けとして袖ケ浦市内で施工した実績（共

同企業体の構成員の場合は出資比率２０％以

上）を評価 

評価対象工種：全ての工種 

〃 機関：国・県・市町村等 

〃 期間：過去１０年間 

【簡易型 

特別簡易型（A）、（B）】 

 
 

配点 対象区分 

２ 国・県等の実績 

１ 市町村等の実績 

0 なし 

 

 

オ 地域貢献度 

評価項目 評価基準 

１ 災害協定の締結 

・入札公告の前日の時点において、袖ケ浦市との

災害協定締結がある場合に評価 

※入札参加者が構成員として所属する組合等が

当該協定等を締結している場合を含む。 

【簡易型 

特別簡易型（A）、（B）】 

 
 

配点 対象区分 

３ 袖ケ浦市と締結あ

り 

0 袖ケ浦市と締結な

し 

２ 袖ケ浦市消防団協力事業所の認定 

・入札公告の前日の時点において、袖ケ浦市消防

団協力事業所の認定を受けている場合に評価 

【簡易型 

特別簡易型（A）、（B）】 

 
 

配点 対象区分 

１ 認定あり 

0 認定なし 
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３ 市内企業の活用 

・当該工事における市内企業の活用状況について

評価 

（１）特殊な専門工事など下請けに市内企業の参

加が見込めない場合は、設定しないことがで

きる。 

 

【簡易型 

特別簡易型（A）】 

 
 

配点 対象区分 

2 入札参加者が市内

企業 

2 入札参加者が市外

企業であり、下請

負金額の７０％以

上を市内企業と契

約予定 

1 入札参加者が市外

企業であり、下請

負金額の５０％以

上７０％未満を市

内企業と契約予定 

0 上記以外 

４ 営業拠点の所在地の有無 

・入札公告の前日の時点において、袖ケ浦市内に

おける営業拠点（本店・支店・営業所）の所在

地を評価 

（１）入札参加資格要件で市内企業のみを対象と

する場合は、設定しない。 

 

【簡易型 

特別簡易型（A）、（B）】 

 

配点 対象区分 

２ 市内に本店あり 

１ 市内に支店・営業

所あり 

0 市内に拠点なし 

５ 過去２年間の袖ケ浦市内でのボランティア活

動実績の有無 

・袖ケ浦市内でのボランティア活動実績のある場

合に評価 

（１）入札公告の日の属する年度を除く、直近の

過去２年間のボランティア活動実績を評価の対

象とする。 

※ボランティア活動とは、袖ケ浦市施設の清

掃、緑化、修繕、袖ケ浦市主催のイベント協力

（金品のみの提供は除く。）等の活動を行ったこ

【簡易型 

特別簡易型（A）、（B）】 

 
 

配点 対象区分 

２ 活動実績２回以上

あり 

１ 活動実績１回あり 

0 活動実績なし 
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とをいう。入札参加者が構成員として所属する

組合等で行った活動を含む。 

 

 

カ 安全衛生・社会福祉 

評価項目 評価基準 

１ 建設業労働災害防止協会への加入 

・入札公告の前日の時点において、建設業労働災

害防止協会へ加入がある場合に評価 

 

【簡易型 

特別簡易型（A）、（B）】 

 
 

配点 対象区分 

1 加入あり 

0 加入なし 

２ 地域特有貢献の有無 

・市内在住の障がい者雇用実績、市内在住の高年

齢者雇用実績、市内在住の女性雇用実績を評価 

（１）高年齢者雇用は、６５歳以上の者の雇用を

評価する。（高年齢者等の雇用の安定等に関する

法律第九条第一項に規定する年齢以上の者の雇

用を評価する。） 

（２）障がい者の雇用、高年齢者の雇用及び女性

の雇用実績は、入札公告の前日における雇用実

績を評価する。 

【簡易型 

特別簡易型（A）、（B）】 

 
 

配点 対象区分 

1 いずれか１項目該

当 

0 上記以外 

 

キ 自由項目 

評価項目 評価基準 

１ 過去５年間の袖ケ浦市内での災害活動実績の

有無 

・入札公告の日の属する年度を除く、直近の過去

５年間に袖ケ浦市内において、大雨等の自然災

害を起因とした緊急出動要請・応急修繕依頼に

より活動した実績を評価 

※大雨等の自然災害を起因とした緊急出動要

請・応急修繕依頼とは、大雨や強風などの荒

天、台風や降雪時に袖ケ浦市からの要請に基づ

き、緊急出動による応急対応等を行ったもの。 

【簡易型 

特別簡易型（A）、（B）】 

 
 

配点 対象区分 

１ 活動実績あり 

0 活動実績なし 
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ク その他 

評価項目 評価基準 

１ 袖ケ浦市所掌工事「工種：○○」における手

持ち工事量の状況 

・過去 2 か年度間の平均受注額に対する年間受注

額の比率（手持ち工事量比率）を評価 

評価対象工種：入札公告に記載された工種 

〃 機関：袖ケ浦市 

（１）手持ち工事量比率＝年間受注額÷過去 2 か

年度間の平均受注額（小数点以下第２位以下切

捨て） 

（２）「年間受注額」とは、入札公告の日から遡っ

て１年間に契約した建設工事の受注額の合計額

とする。ただし、工事請負代金額 500 万円未満

の建設工事は除く。 

（３）「過去２か年度間の平均受注額」とは、過去

２か年度間の受注額の合計を２（年間）で除算

した額とする。ただし、工事請負代金額５００

万円未満の建設工事は除く。 

【簡易型 

特別簡易型（A）】 

 
 

配点 対象区分 

１ １．０未満 

0 １．０以上 
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６ 技術審査 

総合評価方式における落札者決定基準及び技術評価点の審査を行うため、技

術審査会を設置する。 

 

７ 学識経験者の意見聴取 

総合評価方式における技術提案などに対し、中立かつ公正な審査・評価等を

行うため、学識経験者への意見聴取の場を設置する。 

袖ケ浦市では、千葉県の「市町村等総合評価支援要綱」に基づき、千葉県へ

「学識経験者の意見聴取」を要請し、意見聴取を行うこととする。 

 

８ 情報公開 

（１）入札前 

手続の透明性・公平性を確保するため、入札の評価に関する基準及び落札

者の決定方法等については、あらかじめ入札説明書等において明らかにす

る。 

（２）落札者決定後 

総合評価方式を適用した工事において落札者を決定した場合は、ちば電子

調達システム（入札情報サービス）等で以下の事項を公表する。 

・落札者名 

・各入札参加者の技術評価点及び項目毎の得点 

・各入札参加者の入札価格 

・各入札参加者の評価値 

（３）評価調書の技術評価点及び項目毎の得点の公表について 

・低入札価格調査により、無効及び失格者となった場合の点数は公表す 

る。 

・辞退及び未入札者の点数は公表しない。 

・２回目以降の入札を辞退した場合は公表する。 

（４）技術提案に関する機密の保持 

 発注者は、提案者の知的財産を保護するため提案内容に関する事項が他者

に知られることのないようにすること、提案者の了承を得ることなく提案の

一部のみを採用することのないようにすること等、その取扱いに留意する。 

 

9 契約後の措置 

（１）施工計画について 

・発注者は、受注者が総合評価方式で提出した技術提案等を考慮して施工

計画書を作成していることを確認する。 



- 20 - 

・発注者は、受注者が施工計画書を遵守しているか確認する。 

・発注者は、検査時の採点に総合評価方式の提出した技術提案等につい

て、工事の創意工夫として考慮しない。 

（２）評価内容の担保（技術提案内容の不履行の場合における措置） 

・受注者の責により、「施工計画」、「配置予定技術者の能力」及び「市内企

業の活用」が履行できない場合は、工事成績評定点の考査項目「法令遵

守等」の総合評価による減点として、工事成績評定点を３点減ずる。 

なお、「施工計画」については、加点対象となった記載内容だけでな

く、受注者の提案した全ての内容（ただし発注者の要求基準や施工条件

を満たさないものを除く）が履行義務の対象となる。「施工計画」以外に

ついては、加点された記載内容のみが履行義務の対象となる。 

・履行状況が特に悪質と認められる場合は、指名停止措置等の措置を行う

ことができる。 

 

１０ 施行 

 この基準は令和７年４月１日から施行し、同日以降に公告する案件に適用す

る。 


